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居宅介護支援 重要事項説明書 

 

           様（以下「利用者」と略します。）と社会医療法人社

団順心会 順心会居宅介護支援センター淡路（以下「事業者」と略します。）は、

事業者が提供する居宅介護支援業務について、契約を締結する前に大切な内容を

ご説明します。ご不明な点がございましたら、お尋ねください。 

 

１．事業所の概要 

事業所の名称 順心会居宅介護支援センター淡路 

事業所の所在地 〒656-2156 兵庫県淡路市大町下６５－１ 

指定年月日・事業所番号 平成２７年５月１日指定 ２８７１６０１１２２号 

電話番号 ０７９９－６２－７９１１ （２４時間連絡体制） 

ＦＡＸ番号 ０７９９－６２－７９２２ 

営業日 
平日 月曜日 ～ 金曜日 

国民の祝日、年末年始（12月30日から1月3日）を除きます。 

営業時間 ８時３０分～１７時３０分 

管理者 常勤１名（ 主任介護支援専門員 ） 

職員数 常勤４名（ 主任介護支援専門員、介護支援専門員 ） 

通常の事業の実施地域 淡路市 

２．法人の概要 

事業者（法人）の名称 社会医療法人社団 順心会 

主たる事務所の所在地 〒675-0122 兵庫県加古川市別府町別府865番地1 

代表者（職名・氏名） 理事長 栗原 英治 

設立年月日 昭和５８年１１月１８日 

電話番号 ０７９－４３０－０２７０ 

ＦＡＸ番号 ０７９－４３０－０２７１ 

３．事業の目的と運営の方針 

事業の目的 

要介護状態にある利用者が、その有する能力に応じ、可能な限り居

宅において自立した日常生活を営むことができるよう、適正な指定

居宅介護支援を提供することを目的とします。 

運営の方針 

事業者は、利用者の心身の状況や家庭環境に応じて、利用者の意向

及び人格を尊重して、介護保険法その他関係法令及びこの契約の定

めに基づき、関係する市町村や事業者、地域の保健・医療・福祉サ

ービス等と綿密な連携を図りながら、適切なサービスの提供に努め

ます。 



４．居宅介護支援の申込みからサービス提供までの流れと主な内容について 

利用の申し込み 

 

重要事項の説明・契約手続き 

 

状況の把握 

利用者や家族と面接し居宅訪問を行い、情報収集し、厚労

省の標準課題項目に準じたアセスメントツールを使用し、

抱えている問題点や解決すべき課題を分析します。 

 

居宅サービス計画の 

原案作成 

利用者の希望や心身の状態を踏まえ、必要なサービスの情

報を提供し、利用者に選んで頂きます。 

※利用者は、複数のサービス事業所の紹介を求めることが

でき、当該事業所をケアプランに位置付けた理由を求める

ことができます。 

 

サービス担当者との 

連絡調整・情報交換 

介護支援専門員を中心に、利用者・家族、サービス事業者

が参加し、主治医の意見を踏まえて居宅サービス計画の検

討をします。 

 

居宅サービス計画の 

合意 

計画書、費用等の説明を行い、利用者に合意を得た上で、

サービス事業者・主治医へ計画書を交付します。 

 

サービス利用開始 計画・利用票に基づき、サービスの利用を開始します。 

 

利用状況の把握・評価 

月に 1回以上（テレビ電話装置その他の情報通信機器を活

用したモニタリングを行う場合は、少なくとも 2 月 1 回以

上）居宅を訪問し、生活の状況やサービス利用状況を把握

します。また事業者等への連絡調整や、計画の評価・修正

を行い、記録に残します。 

（２）その他の業務について 

要介護認定等に係る申請

代行 

要介護認定の更新申請及び状態の変化に伴う区分変更

の申請について、円滑に行えるように支援します。 

保険請求（給付管理） 

介護保険を利用して受けられるサービスについて、範

囲やサービスの種類等について調整し、給付管理を行

います。給付管理票を国保連に提出します。 

主治医や入院先医療機関

との連携 

主治医との連携、病院に入院となる場合も、情報共有

や連携に努めます。病院側へ担当介護支援専門員の名

前や連絡先をお伝え下さい。 

介護保険施設への紹介 
利用者が介護保険施設に入所を希望される場合、各施

設の案内、紹介を行います。 

相談の対応 
電話、訪問、来所等を通じて介護保険や介護に関する

相談をお受けします。 



５．利用料について 

（１）要介護認定を受けられた方は、居宅介護支援に対応する費用は介護保険か

ら全額給付されます。利用者の自己負担はありません。 

（２）ただし、保険料の滞納等により法定代理受領できない場合は、一旦、１ヵ

月当たりの料金をお支払いいただきます。 

（３）その他、通常の実施地域を超えて行う支援の場合は、自動車での交通費と

して、概ね片道 5km毎に 100円を徴収します。その場合は事前に文書で説

明を行います。 

 

【基本利用料】 

取扱要件 
利用料 

（１ヵ月あたり） 

居宅介護支援費Ⅰ（ⅰ） 

<取扱件数が４５件未満> 

要介護度１・２ １０８６単位 

要介護度３・４・５ １４１１単位 

居宅介護支援費Ⅰ（ⅱ） 

<取扱件数が４５件以上６０件未満> 

要介護度１・２ ５４４単位 

要介護度３・４・５ ７０４単位 

居宅介護支援費Ⅰ（ⅲ） 

<取扱件数が６０件以上> 

要介護度１・２ ３２６単位 

要介護度３・４・５ ４２２単位 

 

※ケアプランデータ連携システムを活用、さらに事務員を配置している場合 

居宅介護支援費Ⅱ（ⅰ） 

<取扱件数が５０件未満> 

要介護度１・２ １０８６単位 

要介護度３・４・５ １４１１単位 

居宅介護支援費Ⅱ（ⅱ） 

<取扱件数が５０件以上６０件未満> 

要介護度１・２ ５２７単位 

要介護度３・４・５ ６８３単位 

居宅介護支援費Ⅱ（ⅲ） 

<取扱件数が６０件以上> 

要介護度１・２ ３１６単位 

要介護度３・４・５ ４１０単位 

 

【加算】 要件を満たす場合、上記の基本利用料に以下の料金が加算されます。 

加算の種類 加算の要件 加算額 

初回加算 

新規あるいは要介護状態区分が２区分

以上変更された利用者に対し指定居宅

支援を提供した場合（１月につき） 

３００単位 

入院時情報 

連携加算(Ⅰ) 

利用者が病院等に入院した日のうちに

、当該病院へ情報提供した場合 

（１月につき１回を限度） 

２５０単位 

入院時情報 

連携加算(Ⅱ) 

利用者が病院等に入院した日の翌日ま

たは翌々日に、当該病院へ情報提供し

た場合 

（１月につき１回を限度） 

２００単位 



退院・退所加算 

退院・退所にあたって医療機関等の職

員と面談を行い、利用者に関する必要

な情報を得た上でケアプランを作成

し、居宅サービス等の利用に関する調

整を行った場合 

ただし、「連携３回」を算定できるの

は、そのうち１回以上について、入院

中の担当医等との会議（退院時カンフ

ァレンス等）に参加して、退院・退所

後の在宅での療養上必要な説明を行っ

た上でケアプランを作成し、居宅サー

ビス等の利用に関する調整を行った場

合※ 入院又は入所期間中につき１回を

限度 

カンファレンス参加 

（無） 

連携１回４５０単位 

連携２回６００単位 

 

カンファレンス参加 

（有） 

連携１回６００単位 

連携２回７５０単位 

連携３回９００単位 

通院時 

情報連携加算 

利用者が医師又は歯科医師の診察を受

ける際に介護支援専門員が同席し、医

師等と情報連携を行い、当該情報を踏

まえてケアマネジメントを行い、ケア

プランに記録した場合 

（１月に１回の算定を限度） 

５０単位／月 

緊急時等居宅 

カンファレンス 

加算 

病院等の求めにより、医師等と共に居

宅を訪問してカンファレンスを行い、

利用者に必要な居宅サービス等の利用

調整を行った場合（1月に2回を限度） 

２００単位 

ターミナルケア 

マネジメント加算 

末期の悪性腫瘍であって、在宅で死亡

した利用者 

24時間連絡がとれる体制を確保する

等、算定要件を満たした場合 

４００単位 

特定事業所 

加算(Ⅰ) 

主任介護支援専門員を２名以上配置し

、質の高いケアマネジメントを実施で

きる体制を整える等、一定の要件を全

て満たした場合 

５１９単位／月 

特定事業所 

加算(Ⅱ) 

主任介護支援専門員を１名以上配置し

、質の高いケアマネジメントを実施で

きる体制を整える等、一定の要件の一

部を満たした場合 

４２１単位／月 

特定事業所 

加算(Ⅲ) 

主任介護支援専門員を配置し、質の高

いケアマネジメントを実施できる体制

を整える等、一定の要件の一部を満た

した場合 

３２３単位／月 

特定事業所 

加算（A） 

小規模事業所が、他の事業所との連携

で一部の条件を満たした場合 
１１４単位／月 

特定事業所 

医療介護連携加算 

特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)のいずれか

を取得し、かつ、退院・退所加算の算

定に係る医療機関等との連携を年間 

35回以上行うとともに、ターミナルケ

アマネジメント加算を年間５回以上算

定している事業所 

１２５単位／月 



【減算】 以下の要件に該当する場合、上記の基本利用料から減算されます。 

減算の種類 減算の要件 減算額 

同一建物に居住す

る利用者に対する

減算 

①居宅介護支援事業所と同一建物、

または隣接敷地内に居住 

②１月当たりの利用者が、同一の建

物に２０人以上居住する建物に居住 

予定単位数の９５％ 

運営基準減算 

指定居宅介護支援の業務が適切に行

われず、一定の要件に該当した場合 

上記基本利用料の５０

％（２月以上継続の場

合１００％） 

特定事業所 

集中減算 

居宅サービス計画に位置付けた訪問

介護等について特定の事業者への集

中率が、正当な理由なく８０％を超

える場合 

２００単位 

 

【解約について】   解約に際し、解約料金は発生しません。 

 

６．サービスの利用にあたっての留意事項について 

（１）担当介護支援専門員の変更 

担当者変更、事業者変更など、ご不明な点やご要望などがありましたら、 

いつでもお申し出ください。 

 

（２）病院等へ入院した場合 

早期に病院等と情報共有や連携する必要がありますので、病院等には、事業

所や担当する介護支援専門員の名前や連絡先をお伝え下さい。入院になる場

合は、担当の介護支援専門員にご連絡下さい。 

 

（３）介護支援専門員に贈り物や飲食物の提供などは、お断りいたします。 

 

７．秘密保持と個人情報の取り扱いについて 

（１）利用者及びその家族に関する秘密の保持について 

① 事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」、「個

人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」及び「医療・介護関係事

業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な

取扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提供

をする上で知り得た利用者及びその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏

らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても

継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させる

ため、従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保

持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。 

 

 



（２）個人情報の保護について 

① 事業者は、利用者から予め重要事項説明書で同意を得ない限り、サービス担当

者会議や地域ケア会議等において、利用者の個人情報を用いません。また、利

用者の家族の個人情報についても、予め重要事項説明書で同意を得ない限り、

サービス担当者会議や地域ケア会議等で利用者の家族の個人情報を用いません。 

② 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙による

ものの他、電磁的記録を含む。）については、管理者の注意をもって管理し、

また処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

③ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示する

こととし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、遅

滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うものとしま

す。(開示に際してコピー代などが必要な場合は利用者の負担となります。) 

 

（３）使用する目的 

① 居宅介護支援業務で必要となるサービス事業者等へ情報提供・連絡調整 

② サービス担当者会議での情報共有 

③ 医療機関、介護施設への情報提供・連絡調整 

④ 行政・介護保険上の業務 

⑤ 実習生の教育等 

 

８．事故発生時の対応について 

（１）利用者に対するサービス提供にあたり、事故が発生した場合には、速やか

に家族及び市町村等関係機関へ報告するとともに、適切かつ誠実な対応を

行います。また直ちに事故の原因を解明し、再発予防の対策を講じます。 

 

（２）事業者の責めに帰すべき事由により利用者の生命・身体・財産に損害を及

ぼした場合は、その損害を賠償します。そのような場合に備え、損害賠償

保険に加入しています。 

 

９．虐待防止について 

利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため、必要な措置を講じます。 

（１）虐待防止のための指針を整備しています。 

（２）虐待防止の対策を検討する委員会を開催して、従業者に周知しています。 

（３）従業者に対し、虐待防止のための研修会を実施しています。 

（４）成年後見制度の利用を支援します。 

（５）虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに市町村に通報し

ます。 

虐待防止に関する責任者 管理者  惣田 諭 

 

１０．身体拘束適正化の推進について 

事業者は、利用者または他の利用者等の生命または身体を保護するため、緊

急やむを得ない場合を除き、身体拘束等を行ってはならないこととし、身体拘

束等を行う場合には、その対応及び時間、その利用者の心身の状況並びに、緊

急やむを得ない理由を記録することとします。 

 



１１．ハラスメントについて 

（１）事業者は職場におけるハラスメント防止に取り組み、ハラスメントの内容

の明確化及び方針の周知・啓発を行うと共に相談窓口等必要な体制を整備

し職員が働きやすい環境づくりを目指します。 

（２）利用者が事業者の職員に対して行う、暴言・暴力・嫌がらせ・誹謗中傷等

の迷惑行為、セクシャルハラスメントなどの行為を禁止します。 

 

１２．苦情相談窓口について 

（１）事業者が設置する苦情相談窓口は、次のとおりです。居宅介護支援に関す

る内容、事業所が作成した居宅サービス計画に位置付けたサービスに関する

苦情や相談を受け付けます。 

苦情・相談窓口 
電話番号  ０７９９－６２－７９１１ 

責任者  惣田 諭 

（２）上記に関する苦情や相談は、下記の機関にも申し立てることができます。 

苦情受付機関 

淡路市役所 長寿介護課 電話番号  ０７９９－６４－２５１１ 

洲本市役所 介護福祉課 電話番号 ０７９９－２２－９３３３ 

兵庫県国保連合会介護サービス

苦情相談窓口 
電話番号  ０７８－３３２－５６１７ 

 

１３．業務継続計画の策定について 

事業者は、感染症や非常災害等の発生時において、利用者に対する居宅介護

支援の提供を継続的に実施するための計画を策定し、当該事業計画に従い必要

な措置を講じます。 

（１）介護支援専門員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に実施します。 

（２）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更

を行います。 

 

１４．感染症の予防及びまん延防止について 

事業者は、感染症の予防又はまん延防止のために、次の措置を講じます。 

（１）感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

（２）事業者における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員

会を開催します。 

（３）介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓

練を定期的に実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   令和    年     月     日 

 

 

事業者は、利用者へのサービス提供開始にあたり、上記のとおり重要事項を 

説明しました。 

 

事業者  

   住  所  〒６５６－２１５６ 

         兵庫県淡路市大町下６５－１ 

事業者名  社会医療法人社団 順心会 

事業所名  順心会居宅介護支援センター淡路 

 

代表者名      理事長  栗原 英治         

 

説明者名                       

 

 

 

私は、事業者より上記の重要事項について説明を受け、同意しました。 

 

 

利用者  

＜住  所＞                           

 

＜氏  名＞                           

 

代理人  

＜住  所＞                           

 

＜氏  名＞                続柄          

   

 

 

 

 

 


